




















　　　　　 　財務諸表に対する注記

１．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法
　　　満期保有目的の債券・・償却原価法（定額法）によっている。

（２）固定資産の減価償却の方法
　　　　有形固定資産・・・・定額法によっている。

（３）引当金の計上基準
　　　　退職給付引当金・・・職員の退職給付に備えるため、退職給与期末要支給額を
　　　　　　　　　　　　　　計上している。

（４）消費税等の会計処理
　　　　税込方式によっている。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）
前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産
420,784,158 48,032 420,736,126
80,000,000 0 0 80,000,000

500,784,158 0 48,032 500,736,126
特定資産
　保険料積立金 3,252,037,400 196,723,049 317,496,027 3,131,264,422
　年金給付積立金 112,837,035 40,490,267 37,563,562 115,763,740
　助成事業積立金 4,815,154 12,000,000 11,152,110 5,663,044

3,369,689,589 249,213,316 366,211,699 3,252,691,206
3,870,473,747 249,213,316 366,259,731 3,753,427,332

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳
　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）
（うち指定 （うち一般 （うち負債に

当期末残高 正味財産から 正味財産から 対応する額）
　　の充当額） 　　の充当額）

基本財産
420,736,126 (0) (420,736,126) (-)
80,000,000 (0) (80,000,000) (-)

500,736,126 (0) (500,736,126) (-)
特定資産

3,131,264,422 (3,131,264,422) (0) (-)
115,763,740 (115,763,740) (0) (-)

5,663,044 (5,663,044) (0) (-)
3,252,691,206 (3,252,691,206) (0) (0)
3,753,427,332 (3,252,691,206) (500,736,126) (0)

４．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益、次のとおりである。

（単位：円）
    種類及び銘柄 帳簿価額 時　価 評価損益
国債（第１３６回） 99,961,537 113,620,000 13,658,463
国債（第１４１回） 119,731,680 138,384,000 18,652,320
国債（第　１０回） 99,105,461 109,070,000 9,964,539
国債（第１４９回） 101,937,448 114,140,000 12,202,552
合　　計 420,736,126 475,214,000 54,477,874

小　　　　計
合　計

　投資有価証券
　定期預金

小　　　　計

　保険料積立金
　年金給付積立金

科　　　目

科　　　目

　投資有価証券
　定期預金

小　　　　計

小　　　　計
合　計

　助成事業積立金



５．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高
　　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上の

記載区分
厚生労働省
　医薬品等健康被害対策

　事業費補助金 0 14,698,000 14,698,000 0 -

合　　計 0 14,698,000 14,698,000 0

６．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
　　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

経常収益への振替額
　保険料積立金の年金原資振替額 105,368,038
　助成事業費へ充当した受取寄付金
　振替額 11,152,110

116,520,148

７．引当金の明細
（単位：円）

目的使用 その他
退職給付引当金 4,082,040 1,273,568 5,355,608

８．退職給付関係
（１）採用している退職給付制度の概要
　　　確定給付型の制度として退職一時金制度を設けている。

（２）退職給付債務及びその内訳
　　　　　退職給付債務 5,355,608 円
　　　　　退職給付引当金 5,355,608 円

（３）退職給付費用に関する事項
　　　　　勤務費用 1,273,568 円
　　　　　退職給付費用　　　 1,273,568 円

（４）退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
　　　退職給付債務の計算にあたっては、退職一時金制度に基づく期末要支給額を基礎として
　　　計算している。

期末残高

補助金等の名称及び
交付者

内　　　　　訳

合　　　　　計

金　　　　　　額

科　　　目 期首残高 当期増加額
当期減少額



１．基本財産及び特定資産の明細

      基本財産、特定資産の明細は「財務諸表に対する注記２．」に記載している。

2. 引当金の明細

　　 引当金の明細は「財務諸表に対する注記７．」に記載している。
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　　(単位:円)
場所・物量等 使用目的等 金　　  額

 （流動資産）
現預金 現金（手許保管） 運転資金として 66,992

普通預金 (59,516,748)
 三井住友信託銀行本店営業部 1,282,709
 三井住友信託銀行本店営業部 2,129,499
 三井住友信託銀行東京中央支店 29,966
 三井住友信託銀行本店営業部 15,036,733
 三菱UFJ銀行目黒支店 40,861,364
 りそな銀行早稲田支店 0
 みずほ銀行目黒支店 176,477
通常貯金 ゆうちょ銀行 30,319

前払金 保険料等 430,370

立替金 発送郵便代他 58,059

流動資産合計 60,102,488
 （固定資産）
基本財産

投資有価証券 公益目的保有財産（５０％）及び (420,736,126)
利付国庫債券(20年)第136回 管理運営財産（５０％）であり、 99,961,537
利付国庫債券(20年)第141回 運用益を公益事業及び管理運営の 119,731,680
利付国庫債券(30年)第 10回 財源として使用している。 99,105,461
利付国庫債券(20年)第149回 101,937,448

定期預金  三井住友信託銀行本店営業部 公益目的保有財産（５０％）及び 50,000,000
 大和ネクスト銀行ホテイ支店 管理運営財産（５０％）であり、 30,000,000

運用益を公益事業及び管理運営の

財源として使用している。

特定資産
保険料積立金 企業年金保険積立金 交付者の定めた使途に充てるため 3,131,264,422

に保有している資金であり、公2

事業の用に供している。

年金給付積立金  三井住友信託銀行本店営業部 交付者の定めた使途に充てるため (115,763,740)
　  普通預金 に保有している資金であり、公2 42,763,740

 定期預金 事業の用に供している。 73,000,000

助成事業積立金  三菱UFJ銀行目黒支店 交付者の定めた使途に充てるため 5,663,044
 普通預金 に保有している資金であり、公１

事業の用に供している。

その他固定資産 建物 目黒区目黒１－９－１９ 公益目的保有財産及び管理運営財 20,771,109
産であり、公益事業及び管理運営

の用に供している。

共用割合：

什器備品 建物、土地　公益６８%　管理運営３２% 3,013,098
什器備品　公益７０%　管理運営３０%

土地 目黒区目黒１－９－１９ 43,296,837

減価償却累計額 △ 21,421,729
固定資産合計 3,799,086,647
　資産合計 3,859,189,135

 （流動負債） 未払金 諸経費等 1,254,111

預 り 金 受取国庫補助金返還額等 3,215,330
流動負債合計 4,469,441

 （ 固定負債） 退職給付引当金 5,355,608
固定負債合計 5,355,608
　負債合計 9,825,049
　正味財産 3,849,364,086

　　　財　　産　　目　　録　
　令和４年３月３１日　現在

貸借対照表科目
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